
共同利用・共同研究拠点数の推移（平成２０～２８年度）
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国立大学 私立大学 公立大学

拠点数

年度

共同利用・共同研究拠点制度の開始（平成２０年度～）

【第１期中期目標期間】
（Ｈ１６～Ｈ２１）

【第２期中期目標期間】
（Ｈ２２～Ｈ２７）

【第３期中期目期間】
（Ｈ２８～Ｈ３３）

拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数 拠点数 研究施設数
国　立　大　学 49 拠点 49 機関 49 拠点 49 機関 70 拠点 82 機関 74 拠点 86 機関 74 拠点 86 機関 77 拠点 89 機関 77 拠点 89 機関 77 拠点 89 機関 77 拠点 92 機関
私　立　大　学 6 拠点 6 機関 9 拠点 9 機関 9 拠点 9 機関 9 拠点 9 機関 9 拠点 9 機関 12 拠点 12 機関 16 拠点 16 機関 19 拠点 19 機関 20 拠点 20 機関
公　立　大　学 0 拠点 0 機関 0 拠点 0 機関 0 拠点 0 機関 0 拠点 0 機関 0 拠点 0 機関 1 拠点 1 機関 2 拠点 2 機関 3 拠点 3 機関 6 拠点 6 機関

計 55 拠点 56 機関 58 拠点 59 機関 79 拠点 91 機関 83 拠点 95 機関 83 拠点 95 機関 90 拠点 102 機関 95 拠点 107 機関 99 拠点 111 機関 103 拠点 118 機関

※平成20、21年度の国立大学49拠点のうち、48拠点は従前の全国共同利用型の附置研究所・研究施設である。

51 大学拠点設置大学数 49 大学46 大学41 大学34 大学34 大学33 大学26 大学24 大学

拠
点
数

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成27年度 平成28年度平成25年度 平成26年度平成20年度 平成21年度

（出典）学術機関課調べ
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共同利用・共同研究体制
（共同利用・共同研究拠点としての機能）

特色・強みとして各大学の
機能強化への貢献

（全学的な研究システムの構築、
グローバル化、教育への発展）

各大学の枠を越えた連携・ネットワーク形成を
促進し新たな特色・強みを形成

【東北大学】

【金沢大学】

【北海道大学】

【鳥取大学】

【熊本大学】

（電気通信研究所）
長年蓄積された研究実績を基盤とし、「情報通信共同

研究拠点」として材料・情報の基礎科学や高密度・高次
情報通信の研究を牽引。

当該拠点が推進している分野であり、大学の強みとなっ
ているスピントロニクス分野を中核に据えた「国際共同大
学院」を設置。海外有力大学との「対等な立場での協働」
により世界最高水準の大学院教育を推進。
拠点の国際性、高水準の研究実績を基盤とし、同大学の
「グローバル化」、「人材育成」に貢献。

スピントロニクス分野において、国際的なハブとして活
動を推進している４大学の拠点と連携ネットワークを形成
し、All Japanとして世界的に研究をリードするととも
に、「国際共同大学院」と連携し、研究のみならず、教育
の拠点としても、我が国における大学の枠を越えた次世代
の人材育成が促進。

（がん進展制御研究所）
我が国において重大な社会問題となっている「がん」に

焦点をあて、がんの悪性進展過程と称されている転移、薬
剤耐性の克服に資する研究を中核的に実施。「がんの転
移・薬剤耐性に関わる先導的共同研究拠点」として、国内
外の研究者コミュニティと連携して分野研究を推進。

当該拠点の国際性・研究実績等を基盤とし、全学的な研
究司令塔機能を担う「新学術創成研究機構」を設置。海外
から世界一線級の研究者を招へいし、世界レベルの研究
者・若手研究者・成績優秀な大学院生が共同して分野融合
研究を推進するとともに、その効果が教育へ反映。

全学的な研究司令塔による分野融合研究を通じた同大学
の新たな特色・強みの創出により新たな連携・ネットワー
ク形成、さらには若手研究者の育成が促進。

（人獣共通感染症リサーチセンター）
「人獣共通感染症研究拠点」として、医学・獣医学・情

報工学等の研究者が、国内唯一の拠点として、国内外で世
界トップレベルの「人獣共通感染症制圧の総括的研究」を
推進。

当該拠点の国際性・研究力を基盤として、全学的研究・
教育戦略に資する学長直轄の研究組織である「GI-CoRE」
を設置。同拠点のネットワークを活用し、海外から教育研
究ユニットを丸ごと招致することにより、学内の人材育
成、研究力の強化に寄与。

最先端の国際連携拠点を構築し、学内のみならず、我が
国における研究力の強化及び次代を担う人材の育成に寄与
し、同大学の研究基盤を醸成するとともに、国際的な研究
ネットワークの構築により、社会的な問題解決にむけた研
究が促進。

（乾燥地研究センター）
地域性を活かし、乾燥地における諸問題に対処し、自然

と社会との持続性の維持・向上に資する研究を中核的に推
進する「乾燥地科学拠点」として、国内外の機関と連携し
て国際的な研究拠点として研究を推進。

同大学の強みである乾燥地研究を伸長するため、全学的
組織である「国際乾燥地域研究教育機構」を設置。既存の
国際ネットワークや有機的連携を活用して、研究者等を招
聘するとともに、農学・社会科学・医学系等の分野横断的
な国際研究を推進。

国際的な研究成果やネットワークを基盤とし、国際的研
究教育拠点を構築するとともに、乾燥地問題に貢献できる
人材育成を通じた教育組織改革の促進を通じ、大学の枠を
越えた地域発のグローバル人材の育成が促進。

「発生医学研究所」や「パルスパワー研究所」、「エイ
ズ学研究センター」などの国際性を有し、最先端の研究を
推進している複数の附置研究所を、大学の特色・強みとし
て、国内外の世界的な研究拠点として研究を推進。

同大学の附置研究所の研究分野を中核とした学内の戦略
的な研究推進に向け、全学的な研究システムを担う組織と
して「国際先端科学技術研究機構」を設置。「融合研
究」、「国際共同研究」を推進し、学内のシステム改革、
ガバナンス改革として機能。

新たな研究システムを通じ、学内の新たな特色・強みを
創出するとともに、海外大学との連携強化、教育の国際標
準化により、世界に対して、当大学の国際的な認知を促
し、地域と世界をつなぐハブとしてグローバル化が促進。

共
同
利
用
・
共
同
研
究
拠
点
に
お
け
る
取
組

附
置
研
究
所
に
お
け
る
取
組

共同利用・共同研究拠点等による大学の機能強化への貢献例
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大学共同利用機関及び共同利用・共同研究拠点に係る組織規模・国際共同の状況・産学連携の状況（１／３）

【理工学系（大型設備利用型）】

出典：平成27年度研究活動等状況調査に基づき、学術機関課作成

【理工学系（共同研究型）】

※「受入派遣教員数（人）」については、学術国際交流協定に基づく受入教員数＋派遣教員数を記載。

常勤の

教員数

(人)

国際共同

研究件数

(件)

受入派遣

教員数

(人)

民間等と

の共同研

究件数

(件)

民間等と

の共同研

究金額

(百万円)

東北大学
電子光理学研究セン

ター
12 0 0 0 0

筑波大学
計算科学研究セン

ター
33 0 0 7 9

宇宙線研究所 54 52 95 1 1

素粒子物理国際研究

センター
24 14 26 0 0

物性研究所 81 51 36 8 33

原子炉実験所 79 0 11 18 38

生存圏研究所 40 57 59 33 83

核物理研究センター 29 16 30 9 45

レーザーエネルギー

学研究センター
29 23 0 17 128

広島大学
放射光科学研究セン

ター
11 19 6 4 3

高知大学
海洋コア総合研究セ

ンター
10 0 3 6 20

九州大学 応用力学研究所 43 0 4 36 238

佐賀大学
海洋エネルギー研究

センター
10 0 26 9 16

北海道大学

東北大学

東京大学

東京工業大学

名古屋大学

京都大学

大阪大学

九州大学

国立天文台 179 328 312 7 50

核融合科学研究所 127 88 174 44 20

素粒子原子核研究所

物質構造科学研究所

平成26年度

産学連携

東京大学

京都大学

大阪大学

学際大規模情報基盤

共同利用・共同研究

拠点
128 0 35 45

大学名 研究機関名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際

65

自然科学

研究機構

43779 34 533209
高エネルギー加

速器研究機構

常勤の

教員数

(人)

国際共同

研究件数

(件)

受入派遣

教員数

(人)

民間等と

の共同研

究件数

(件)

民間等と

の共同研

究金額

(百万円)
触媒科学研究所 22 0 5 11 15
低温科学研究所 49 4 13 6 13
金属材料研究所 133 4 51 94 222
電気通信研究所 67 7 38 21 66
流体科学研究所 41 38 44 18 324

千葉大学
環境リモートセンシ

ング研究センター
14 5 6 6 5

空間情報科学研究セ

ンター
17 5 17 9 43

地震研究所 77 9 10 16 48

東京工業大学
フロンティア材料研

究所
30 14 1 13 49

宇宙地球環境研究所 45 5 14 5 9
未来材料・システム

研究所
48 0 3 38 74

エネルギー理工学研

究所
35 4 43 23 158

化学研究所 93 5 52 39 76
基礎物理学研究所 24 13 33 1 67
数理解析研究所 40 12 24 1 12
防災研究所 96 15 163 31 75
接合科学研究所 36 12 104 69 175

岡山大学 惑星物質研究所 24 8 1 0 0

愛媛大学
地球深部ダイナミク

ス研究センター
14 41 8 1 2

九州大学
マス・フォア・イン

ダストリ研究所
26 7 9 9 13

北海道大学

東北大学

東京工業大学

大阪大学

九州大学

東京医科歯科大

学

東京工業大学

静岡大学

広島大学

分子科学研究所 73 19 79 7 85

国立極地研究所 100 0 41 2 10
国立情報学研究所 145 15 234 36 106
統計数理研究所 59 19 16 13 21

249 835

109 0 30 87 213

情報・システム

研究機構

404 62 86
物質・デバイス領域

共同研究拠点

生体医歯工学共同利

用・共同研究拠点

自然科学研究機

構

名古屋大学

京都大学

大阪大学

平成26年度

産学連携

北海道大学

東北大学

東京大学

大学名 研究機関名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際
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大学共同利用機関及び共同利用・共同研究拠点に係る組織規模・国際共同の状況・産学連携の状況（２／３）
出典：平成27年度研究活動等状況調査に基づき、学術機関課作成

【医学系】 【生物系】

※「受入派遣教員数（人）」については、学術国際交流協定に基づく受入教員数＋派遣教員数を記載。

常勤の

教員数
(人)

国際共同

研究件数
(件)

受入派遣

教員数
(人)

民間等と

の共同研
究件数

(件)

民間等と

の共同研
究金額

(百万円)

遺伝子病制御研究所 27 5 0 19 120

人獣共通感染症リ

サーチセンター
17 0 56 13 26

東北大学 加齢医学研究所 61 0 3 23 117

群馬大学 生体調節研究所 33 3 3 5 16

千葉大学
真菌医学研究セン

ター
16 1 5 3 26

東京大学 医科学研究所 166 0 3 110 372

東京医科歯科大

学
難治疾患研究所 79 4 5 42 45

新潟大学 脳研究所 44 0 2 8 15

金沢大学 がん進展制御研究所 40 4 8 12 18

ウイルス研究所 42 7 0 3 40

再生医科学研究所 33 0 0 19 117

微生物病研究所 83 0 12 15 103

徳島大学 先端酵素学研究所 19 0 1 5 18

生体防御医学研究所 42 0 0 9 70

長崎大学 熱帯医学研究所 61 1 162 8 41

熊本大学 発生医学研究所 22 1 0 4 128

広島大学

長崎大学

自然科学研究機

構
生理学研究所 70 5 65 19 15

放射線災害・医科学

共同利用・共同研究

拠点

京都大学

大阪大学

九州大学

平成26年度

産学連携

北海道大学

大学名 研究機関名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際

9 2173 0 6

常勤の

教員数

(人)

国際共同

研究件数

(件)

受入派遣

教員数

(人)

民間等と

の共同研

究件数

(件)

民間等と

の共同研

究金額

(百万円)

帯広畜産大学 原虫病研究センター 22 1 10 4 10

筑波大学 遺伝子実験センター 24 0 19 0 0

大気海洋研究所 64 0 29 3 8

生態学研究センター 12 1 0 0 0

放射線生物研究セン

ター
8 0 0 0 0

野生動物研究セン

ター
11 6 26 0 0

霊長類研究所 39 12 29 3 7

蛋白質研究所 46 18 4 9 51

鳥取大学 乾燥地研究センター 13 34 1 5 8

岡山大学 資源植物科学研究所 43 5 2 4 3

琉球大学
熱帯生物圏研究セン

ター
20 0 4 7 38

基礎生物学研究所 54 2 7 3 3

情報・システム

研究機構
国立遺伝学研究所 149 11 0 1 4

自然科学研究機

構

京都大学

大阪大学

平成26年度

産学連携

東京大学

大学名 研究機関名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際

43



大学共同利用機関及び共同利用・共同研究拠点に係る組織規模・国際共同の状況・産学連携の状況（３／３）
出典：平成27年度研究活動等状況調査に基づき、学術機関課作成

【人文学・社会科学系】 【合計及び平均】

※「受入派遣教員数（人）」については、学術国際交流協定に基づく受入教員数＋派遣教員数を記載。

常勤の

教員数

(人)

国際共同

研究件数

(件)

受入派遣

教員数

(人)

民間等と

の共同研

究件数

(件)

民間等と

の共同研

究金額

(百万円)

合計 583 232 331 193 679

平均 41.6 16.6 23.6 13.8 48.5

合計 1,444 270 755 747 2,494

平均 65.6 12.3 34.3 34.0 113.4

合計 858 26 266 307 1,293

平均 50.5 1.5 15.6 18.1 76.1

合計 302 77 124 35 125

平均 27.5 7.0 11.3 3.2 11.4

合計 304 79 255 9 46

平均 30.4 7.9 25.5 0.9 4.6

合計 3,491 684 1,731 1,291 4,637

平均 47.2 9.2 9.6 17.4 62.7

合計 243 42 428 1 1

平均 40.5 7.0 71.3 0.2 0.2

合計 503 442 637 80 173

平均 100.6 88.4 127.4 16.0 34.6

合計 209 79 437 34 533

平均 104.5 39.5 218.5 17.0 266.5

合計 453 45 291 52 141

平均 113.3 11.3 72.8 13.0 35.3

理工学系

（大型設備利用型）

14拠点

理工学系

（共同研究型）

22拠点

医学系

17拠点

生物系

11拠点

人文学・社会科学系

10拠点

6機関

5機関

2機関

4機関

全体

74拠点

人間文化研究機

構

自然科学研究機

構

高エネルギー加

速器研究機構

情報・システム

研究機構

共同利用・共同

研究拠点

大学名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際

平成26年度

産学連携

区分常勤の
教員数

(人)

国際共同
研究件数

(件)

受入派遣
教員数

(人)

民間等と

の共同研
究件数

(件)

民間等と

の共同研
究金額

(百万円)

スラブ・ユーラシア

研究センター
16 6 1 0 0

社会研究所附属社会

調査・データアーカ

イブ研究センター

44 1 0 2 9

史料編纂所 54 1 47 0 0

東京外国語大学
アジア・アフリカ言

語文化研究所
36 10 0 0 0

一橋大学 経済研究所 33 6 1 0 0

経済研究所 24 1 0 2 22

人文科学研究所 49 16 17 2 10

地域研究統合情報セ

ンター
12 0 58 0 0

東南アジア研究所 22 32 96 3 5

社会経済研究所 14 6 35 0 0

国立歴史民俗博物館 41 11 84 0 0

国文学研究資料館 35 3 3 0 0

国立国語研究所 32 2 3 0 0

国際日本文化研究セ

ンター
44 12 0 1 1

総合地球環境学研究

所
29 10 248 0 0

国立民族学博物館 62 4 90 0 0

人間文化研究機

構

京都大学

大阪大学

平成26年度

産学連携

北海道大学

東京大学

大学名 研究機関名

平成26年度

組織規模

平成26年度

国際
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共同利用・共同研究拠点の強化・充実
○ 文部科学省は、平成20年度に共同利用・共同研究拠点認定制度を創設

最先端の研究装置、大量のデータ・貴重資料等を有し、高い研究成果を挙げている優れた研究拠点を認定（認定期間
6年）し、大学の枠を越えた共同利用・共同研究を推進

○ 3年毎に厳格に評価を実施、評価結果は予算配分に反映するとともに、認定更新の可否も判断

宇宙線研究拠点における平成26年度研究者受入れ状況
大型水チェレンコフ宇宙素粒子観測装置内部
と装置により捉えたデータの一例（宇宙線ﾐｭｰ粒子）

最先端の研究装置を個々の大学の枠を越えた多くの研究機関・研究者の利用に供し、国内外を通じた先端的な研究を実施。これら装置等の共
同利用・共同研究の成果により、平成27年度に梶田博士がノーベル物理学賞を受賞

国立

公立

私立

共同利関

独法等

外国

合計
1,924人

（205機関）

：743人（42機関）

：74人（8機関）

：258人（33機関）

：139人（8機関）

：52人（9機関）

：658人（105機関）

38.6%

3.8％13.4％7.2％

2.7％

34.2％

卓越した研究成果を挙げている共同利用・共同研究拠点の事例（東京大学宇宙線研究所＜宇宙線研究拠点＞）

期末評価（H27実施）結果に基づく平成28年度からの認定更新の状況

評価区分 拠点数

S 18

A 46

B 9

C 1

中間評価（H25実施）

※H24末時点で認定を受けた74拠点を
対象に実施

評価区分 拠点数

S 20

A 49

B 8

C 0

期末評価（H27実施）
○うち、３拠点
⇒ 認定更新せず

○うち、３拠点
⇒・学内の他の研究組織との統合
・学外の他の研究組織とのﾈｯﾄﾜｰｸ化

など既存の拠点とは異なる形態に組織改組を行い、
機能強化を図った上で認定更新※

※ このほかにも、第３期の認定更新の際には３拠点が学内他研究
組織との統合や他大学研究組織とのﾈｯﾄﾜｰｸ化などの組織改組を実施
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第二期中期目標・中期計画期間中の共同利用・共同研究拠点（国立大学）の活動状況
(学術機関課調べ）
○拠点数が７拠点（10%）増

70拠点

77拠点（拠点）

6,670本

4,006本(60%)

9,455本

6,577本(70%)

○研究成果論文数が約3,000本（40%）増
うち、国際学術誌掲載論文数は約2,500本（65%）増

【参考】我が国の論文数はH22:74,376件数、H26:76,916件数であり、2,540件数
（3.4%）増（「科学技術指標2016」（文部科学省科学技術・学術政策研究所）より）

：拠点を利用して学位取得した大学院生数

：うち、学外の大学院生数
：研究成果論文数

：うち、国際学術誌掲載論文数

（本）

537人

665人

119人
163人

（人）

（人）

○研究者受入数が約5,000人（22％）増
うち、外国研究機関所属研究者受入数は約1,000人（42％）増

○拠点を利用して学位取得した大学院生が128人（24%)増
うち、学外の大学院生は44人（37%）増

22,320人

27,300人

11,150人

12,526人

2,675人
3,787人3,917人

5,724人

4,025人
3,583人
995人

1,238人
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96

350

527

私立

公立

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H22 H26

360 
649 36 
71 372 

486 188 
260 496 

2,477 

その他

外国

私立

公立

国立
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特色ある共同研究拠点（公私立大学）の活動状況 (学術機関課調べ）

（人）

○研究者受入数が約2,491人（170％）増

1,452人

3,943人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

H22 H26

0
2

9

16
私立

公立

○拠点数が9拠点（100%）増

9拠点

18拠点

（拠点）

350本

623本

○研究成果論文数が約270本（78%）増

（本）



国立大学法人法第１条において、我が国の学術研究の向上と均衡ある発展を図るため、大学共同利用機関を設置して大学の共同利用に
供する法人とされている。
＜参考＞国立大学法人法（抜粋）
（定義）
第２条第３項 この法律において「大学共同利用機関法人」とは、大学共同利用機関を設置することを目的として、この法律の定めるところにより設立される法人をいう。
第２条第４項 この法律において「大学共同利用機関」とは、・・・大学における学術研究の発展等に資するために設置される大学の共同利用の研究所をいう。

設置根拠

○個々の大学に属さない「大学の共同利用の研究所」（国立大学
法 人法により設置された大学と等質の学術研究機関）。

○個々の大学では整備できない大規模な施設・設備や大量の
データ・貴重な資料等を、全国の大学の研究者に提供する
我が国の学術研究の中核的拠点。

○各分野の研究者コミュニティの要望を踏まえ、国立大学の研究
所の改組等により設置された経緯。

○平成１６年の法人化で、異なる研究者コミュニティに支えられた
複数の機関が機構を構成したことにより、新たな学問領域の
創成を企図。

基本的位置付け

○大規模な施設・設備や大量の学術情報・データ等の貴重な研究資
源を全国の大学の研究者に提供。

○研究課題を公募し、全国の研究者の英知を結集した共同研究を
実施。

○全国の大学に対する技術移転
（装置開発支援、実験技術研修開催）。

○狭い専門分野に陥りがちな研究者に交流の場を提供
（シンポジウム等）。

○当該分野のＣＯＥとして、国際学術協定等により世界への窓口と
して機能。

○優れた研究環境を提供し、大学院教育に貢献。（大学院生の研究
指導を受託、総合研究大学院大学の専攻を設置。）

具体的取組内容

大規模施設・設備、学術資料等の例

● 電子・陽電子衝突型加速器（Ｂファクトリー）
【高エネルギー加速器研究機構】

●大型ヘリカル装置（ＬＨＤ）
【自然科学研究機構核融合科学研究所】

●大型光学赤外線望遠鏡「すばる」
【自然科学研究機構国立天文台】

●日本ＤＮＡデータバンク（ＤＤＢＪ）

【情報・ｼｽﾃﾑ研究機構国立遺伝学研究所】

大学共同利用機関について
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大阪府吹田市世界の諸民族に関する資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに民族学に関する調査研究国立民族学博物館

京都府京都市地球環境学に関する総合研究総合地球環境学研究所

京都府京都市日本文化に関する国際的及び学際的な総合研究並びに世界の日本研究者に対する研究協力国際日本文化研究センター

東京都立川市国語及び国民の言語生活並びに外国人に対する日本語教育に関する科学的な調査研究並びにこれに基づく資料の作成及び公表国立国語研究所

東京都立川市国文学に関する文献その他の資料の調査研究、収集、整理及び保存国文学研究資料館

千葉県佐倉市我が国の歴史資料、考古資料及び民俗資料の収集、保管及び公衆への供覧並びに歴史学、考古学及び民俗学に関する調査研究国立歴史民俗博物館

所 在 地研究目的機関名

分子の構造、機能等に関する実験的研究及びこれに関連する理論的研究分子科学研究所

生理学に関する総合研究生理学研究所

愛知県岡崎市基礎生物学に関する総合研究基礎生物学研究所

岐阜県土岐市核融合科学に関する総合研究核融合科学研究所

東京都三鷹市天文学及びこれに関連する分野の研究、天象観測並びに暦書編製、中央標準時の決定及び現示並びに時計の検定に関する事務国立天文台

所在地研究目的機関名

高エネルギー加速器による物質の構造及び機能に関する実験的研究並びにこれに関連する理論的研究物質構造科学研究所

茨城県つくば市高エネルギー加速器による素粒子及び原子核に関する実験的研究並びにこれに関連する理論的研究素粒子原子核研究所

所在地研究目的機関名

静岡県三島市遺伝学に関する総合研究国立遺伝学研究所

東京都立川市統計に関する数理及びその応用の研究統計数理研究所

東京都千代田区情報学に関する総合研究並びに学術情報の流通のための先端的な基盤の開発及び整備国立情報学研究所

東京都立川市極地に関する科学の総合研究及び極地観測国立極地研究所

所在地研究目的機関名

①人間文化研究機構 （機構長：立本 成文）

②自然科学研究機構 （機構長：小森 彰夫）

③高エネルギー加速器研究機構 （機構長：山内 正則）

④情報・システム研究機構 （機構長：北川 源四郎）

大学共同利用機関の構成について
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・日本とドイツの個別大学の論文数および
Top10%補正論文数の分布の比較

・論文数、Top10%補正論文数、研究費の相対値分布

出典：科学技術・学術政策研究所「研究論文に着目した日本とドイツの大学システムの定量的比較分析」
出典：科学技術・学術政策研究所「研究論文に着目した日本とドイツの大学システムの定量的比較分析」

大学における論文数、研究費等の諸外国との比較
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○諸外国と比べ、トップに次ぐ層が弱い。



出典：CRDS調査報告書「我が国における拠点形成事業の展開～課題と展望～」（OECD 「Promoting Research Excellence: New Approaches to Funding」を基にＣＲＤＳ作成）

諸外国における研究拠点施策の例
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大学院支援（Graduate School）
○目的 ： 博士課程に在籍する大学院生に良質な環境を用意し、イノベーションを生む素地を作るために、若手研究者向けの

大学院に対して助成する。

○採択拠点数 ：

フェーズ１（２００６年～２０１１年）：３９拠点

フェーズ２（２０１２年～２０１７年）：４５拠点 （うち１２拠点が新規）

○支援額 ： フェーズ２までに総額６億ユーロ（約６８０億円。１拠点当たり年１６０万ユーロ（約２．４億円）まで）。

エクセレンス・クラスター支援（Cluster of Excellence）
○目的 ： 国際的に競争力のある研究を行う中核的研究機関にすべく特定の分野のネットワーク化や連携を支援。大学の研究

所と主に大学外研究機関が協力する「クラスター」構築に対して助成する。

○採択拠点数 ：

フェーズ１（２００６年～２０１１年）：３７拠点

フェーズ２（２０１２年～２０１７年）：４３拠点 （うち１２拠点が新規）

○支援額 ： フェーズ２までに総額２７億ユーロ（約３,０００億円。１拠点当たり年６３０万ユーロ（約７．２億円）まで）。

将来構想支援（Institutional Strategies）
○目的 ： 平均的ではあるが抜きんでたパフォーマンスを示す大学が存在しない状況を打開するために、大学全体の研究マネ

ジメントの長期戦略を支援することにより、持続的に国際的な水準で顕著な研究成果を出し、世界の大学と互角に渡り合え

るような大学を育成・強化する。

○採択大学数 ：

フェーズ１（２００６年～２０１１年）：９大学

フェーズ２（２０１２年～２０１７年）：１１大学 （うち５大学が新規）

○支援額 ： フェーズ２までに総額１３億ユーロ（約１,５００億円。１大学当たり年１,２００万ユーロ（約１３．８億円）まで）。

ドイツの取組例：エクセレンス・イニシアティブ①
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・２００６年からスタート
・現在フェーズ２の終わりに近づいている
・２０１７年以降、フェーズ３の実施が決定

出典：京都大学 学術研究支援室の資料を基に文部科学省作成

※頭上の四角印及び三角印は各大学の拠点を示している。印中
の番号はプログラム上の通し番号。なお、四角印は主申請者
であり、三角印は共同申請機関。

ドイツの取組例：エクセレンス・イニシアティブ②

53



神戸

京大

東女医

東北

筑波

早大

北大

横市

信州

阪大

九大

広島 岡山

山形

群馬

千葉

医歯大

外語大

一橋

お茶大

工芸

玉川

GRIPS

首都大

国学院
順大

中央

東洋

日大

法政

青山

上智

北里

二松

聖路加

電機大

ICU

東海

理科大

横国

山梨

静岡

浜松医 静県立
愛知

保衛大

福祉大

豊橋技科

名城

岩手

秋田

農工

電通大

熊本

新潟

奈良先端

神奈川

自治医

名工

金沢

福井

北陸先端

岐阜

愛媛

鳥取

琉球

宮崎

佐賀

久留米

九産 九工

長崎

徳島

高知工

近畿

兵庫県立

関西医

関学

阪市大

府大

同志社

京薬

立命

長岡技術

富山医薬大

奈良女

名大

東大

帯畜

凡例： ・・・10億円
・・・5億円
・・・1億円

東工 慶應

物材

産総研

：再興・感染症（8拠点）：SCOE（11拠点）
：先端融合（9拠点）

：21世紀COE （273拠点）

小規模資金中規模資金大規模資金

大学の拠点形成事業の採択実績①（H18年度）

54出典：「研究力強化に向けた研究拠点の在り方に関する懇談会（第２回）」 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 提出資料



神戸

京大

東北

北大

信州

阪大

九大

広島 岡山

山形

群馬

千葉

川崎市産業
振興財団

山梨

豊橋技科
熊本

長崎

兵庫県立

立命

凡例： ・・・10億円
・・・5億円
・・・1億円

物材名大

札医・北大・旭医

産総研

防災科研

弘前

秋田

筑波

藝大

理研

JAXA

新潟

滋賀医

金沢

金沢工
同志社

府大
高知県立

東大

お茶大早大

GRIPS

東工 慶應

農工

横市

医歯大

：WPI/WPIフォーカス（9拠点）
：COI（18拠点）
：先端融合（8拠点）
：再生医療拠点（1拠点）
：福島再生エネ（1拠点）

：元素戦略（4拠点）
：イノベハブ（4拠点）
：光・量子拠点（2拠点）
：橋渡しNW（9拠点）
：リーディング（62拠点）
：再生医療拠点[拠点A/B]（9拠点）
：革新エネ（1拠点）

：感染症国際（9拠点）

小規模資金中規模資金大規模資金

大学の拠点形成事業の採択実績②（H28年度）

55出典：「研究力強化に向けた研究拠点の在り方に関する懇談会（第２回）」 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 提出資料



：教員現員数（2014年度末）
（データがない大学もある）

：「論文5件以上／5年」
研究者数（5年間移動なし）

：「Top10%論文5件以上／5年」
研究者数（5年間移動なし）

（注１）アクティブ研究者数の算出にあたって用いた論文データは、Scopusデータベースの2006～2010年の論文を整数カウントしたもの。教員現員数のデータとは年次が異
なる。（注２）「論文5件以上／5年」研究者数が全ての大学において25名を下回る「教育大学」及び「文科系中心大学」（文部科学省高等教育局による国立大学の旧分類）に

ついては掲載していない。（注３）アクティブ研究者数からは、５年間の間に所属機関を移動した研究者は除外している（ダブルカウントを避け、またポスドクや大学院生を概
ね排除するため。）（注４）教員現員数としては大学ポートレートのデータを用いているが、大学ポートレートには「本務者数」との指定はあるものの実際には特任教員等の人
数が含まれている大学といない大学があり、また2014年度末の時点で教員数データがない大学もある。（注５）本図のデータについては（注１）～（注４）に示したように包括
性・正確性の面で多くの限界があることに留意が必要であるとともに、本図の解釈についても慎重さが求められる。「論文5件以上／5年」という閾値に特段の合理性はない

し、分野によって論文生産数や共著者数の分布は大きく異なる。また、各大学が有する固有の特性がアクティブ研究者数に影響していることに配慮することも不可欠である
（学部構成や、特任教員・非常勤教員・ポスドク等の多寡等）。

国立大学におけるアクティブ研究者の分布

56出典：「研究力強化に向けた研究拠点の在り方に関する懇談会（第２回）」 科学技術振興機構 研究開発戦略センター 提出資料



２０３０年展望と改革タスクフォース（第２回）配布資料

2030年を展望したイノベーション促進のための政策の方向性
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10,970

10,945

10,945

11,123

10,792

11,366

11,528

11,585

11,695

11,813

12,043

12,214

12,317

12,415

29年度…

28年度

27年度

26年度

25年度

24年度

23年度

22年度

21年度

20年度

19年度

18年度

17年度

16年度

対前年度25億円増

▲98億円減
（▲0.8%）

▲103億円減
（▲0.8%）

▲171億円減
（▲1.4%）

▲230億円減
（▲1.9%）

▲118億円減
（▲1.0%）

▲110億円減
（▲0.9%）

（単位：億円）

▲58億円減
（▲0.5%）

▲162億円減
（▲1.4%）

▲574億円減
（▲5.1%）

331億円増
（3.1%）

▲177億円減
（▲1.6%）

※平成29年度予定額には、国立大学法人機能強化促進費（45億円）を含む。

▲1,470億円

国立大学法人運営費交付金等予算額の推移
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※平成24～29年度は復興特別会計を除く。

区 分 S50年度 55年度 H5年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度
29年度

（予算案）

経常的経費 4,892 8,818 21,359 28,849 29,426 29,786 29,691 30,052 30,449 30,516 30,977 31,580 31,773

経
常
費
補
助
金

総 額 1,007 2,605 2,656 3,313 3,281 3,249 3,218 3,222 3,209 3,188 3,175 3,184 3,153 3,153 3,153
(伸 率) (57.4) (10.6) (2.1) (0.6) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (▲ 1.0) (0.1) (▲ 0.4) (▲ 0.7) (▲ 0.4) 0.3 (▲ 1.0) 0 0
伸 額 367 250 54 20 ▲ 32 ▲ 32 ▲ 31 4 ▲ 13 ▲ 22 ▲ 12 9 ▲ 31 0 0

う ち
特別補助 17 73 397 1,109 1,113 1,113 1,102 1,102 398 394 393 422 441 451 464

割合 (1.7) (2.8) (15.0) (33.5) (33.9) (34.3) (34.3) (34.2) (12.4) (12.4) (12.4) (13.3) (14.0) (14.3) (14.7)

補助割合 20.6 29.5 12.4 11.5 11.1 10.9 10.8 10.7 10.5 10.4 10.3 10.1 9.9

（単位：億円・％）

私立大学等における経常的経費と経常費補助金額の推移
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19.33%

16.02%

3.79%

2.73%

2.83%

1.64%

12.10%

15.68%

34.73%

42.88%

17.56%

14.52%

9.67%

6.54%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

H26

H22

H16

受託研究等 職員人件費（非常勤） 教員人件費（非常勤） 職員人件費（常勤） 教員人件費（常勤） 研究経費 教育経費

●国立大学法人の経常費用の推移 ※附属病院セグメント除く

常勤教職員人件費割合 ▲11.7％減 教育研究経費

● 国立大学における若手教員の雇用状況の変化● 国立大学法人運営費交付金と教員数の推移

6,853 

10,650 10,814 

6,270 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

１９年度 ２８年度

任期付き 任期無し

（人）

任期付き
ポスト増

任期無し
ポスト減

（文部科学省調べ）

国立大学法人運営費交付金の減による教職員の雇用の不安定化①
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● 若手・中堅研究者が、独立した研究を実施する際に障害となる事項

（指数）

① 研究室(講座あるいは上司)の方針
のため、研究テーマを自由に設定で
きない

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）」(平成26年４月)を基に文部科学省作成

② 大型プロジェクトによる任期付
雇用のため、研究テーマを自由に
設定できない

③ 雇用が不安定であるため、自ら
発案した研究テーマに挑戦すること
ができない

④ 短期間の成果が求められるため、自ら
発案した研究テーマに挑戦することがで
きない(研究室の方針に沿った形で研究
を実施した方が、成果が出やすいなど)

⑤ スタートアップ資金が充分ではな
く、独立した研究を実施することが
難しい(機器、研究スペース、研究
スタッフが確保できないなど)

⑥ 外部資金の額が小さく、研究を
発展させることが難しい(研究テー
マや研究チームを拡大させるなど)

⑦ 安定的な研究資金の確保ができず、
研究を発展させることが難しい(外
部資金が継続して獲得できないと、
研究の継続が困難になるなど)

⑧ 研究マネジメントの負荷が高く、
研究時間を充分に確保することが
できない(必要とする事務支援や
技術支援が得られないなど)

⑩ 若手・中堅研究者が、独立した研究
を実施できるようにするための、
教育や指導が充分に行われていない
(指導教官や上司の意志や教育指導
方針など)

⑪ 研 究 分 野 の 特 性 上 、 必 ず し も
若手・中堅研究者が、独立した研究
を実施する必要がない

⑫ 特にない

⑬ その他

注：①～⑬に選択肢から１位～３位を選ぶ質問。１位は 30/３、２位は20/３、３位 は10/３で重み付けを行い、障害と考えられる度合い（障害度）をポイント化した。
全回答者が必要性を１位と評価する障害度は10ポイントとなる。

⑨ 研究マネジメントについての経験
や人的ネットワーク等の形成が充
分ではないため、独立した研究を
実施することが難しい

1.00.0 3.02.0 4.0 1.00.0 3.02.0
（指数）

4.0

国立大学法人運営費交付金の減による教職員の雇用の不安定化②
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ここ６年間で、任期無しの60～65歳の研究者が増加する一方、40歳未満の任期無し研究者は減少。

出典：「大学教員の雇用状況に関する調
査－学術研究懇談会（RU11）の大

学群における教員の任期と雇用財
源について」（平成27年９月科学技
術・学術政策研究所）

研究大学における任期付き・任期なしの状況（年齢別）
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学術研究懇談会（RU11)を構成する大学群においては、平成19年度から25年度にかけて40歳未満の任期無し教員
の人数は4935人から3204人に減少し、任期無し教員全体に占める割合は25.7％から17.9％に低下。

出典：「大学教員の雇用状況に関する調査－学術研究懇談会（RU11）の大学群における教員の任期と
雇用財源について」（平成27年９月科学技術・学術政策研究所）より内閣府作成

研究大学における任期無しポストの若手研究者割合
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○修士課程修了者のうち、博士課程へ進学する者の人数及び進学率は減少傾向にある。

9,201 人

7,072人

15.2％

9.9％

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

進学者数 進学率

（各年３月現在）（人）

（年）

出典：学校基本統計（文部科学省）

修士課程修了者の博士課程進学者数及び進学率の推移
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